
業種別荷主ヒアリングを踏まえた、JR貨物、通運業界、荷主業界等の連携による更なる鉄道貨物輸送ニーズ実現に向けた取り組みについて

ソリューションチームでの検討・検証

路線別・列車別の企業・業種別のニーズ等の整理とその反映

ＪＲ貨物と通運等の連携による
弾力的なシステムの検討
・弾力的な輸送システムの構築
・弾力的な予約システムの構築

企業・業種の枠を超えた、企業横断・業種横断

ニーズ収集・集約 マッチング

技術開発
・輸送品質の向上等

鉄道貨物輸送トータルで捉えて、荷主企業と連携を密にする体制

解決策案 実 施

検 証
更なる
改 善

第２回懇談会資料

通運

ＪＲ貨物
窓口

窓口の
明確化

連携強化

荷主 ○本社連携
・営業
・経営企画
・輸送セクション

○本社・現場連携

密接な連携

各企業・業種との定期的な意見交換の場の設置・継続

大きな課題解決をする必要がある場合、通運業界とともに、
各企業や業種に参加いただく個別ソリューションチームを形成

さらに

（例）
・具体的な増送計画
に基づく、幹線・地方
路線の輸送力強化策、
等

（例）
・業種特有の品質
管理策（輸送時の
振動対策等）、
・ 積載効率化策

（特有の形態物
の積み込み方策

改善等）、等

（例）
・大型私有コンテナの効率性
向上によるコスト低減化策、
・温度管理コンテナの利用効
率化促進策
・複数業種による双方向のまと
まった輸送ニーズの組み合わ
せ策、等

①増送計画への対応ニーズ
②輸送枠のとりにくさの改善ニーズ
（フィーダー隘路区間、幹線区間、曜日別等）

③ロット大型化によるコスト削減ニーズ
④温度管理コンテナの利用改善ニーズ
⑤輸送品質向上・積載効率化ニーズ
⑥安全安定輸送へのニーズ
（特に、輸送障害時の情報提供及び代行輸送等）

⑦リードタイム改善のニーズ、等

業種別ヒアリングで明らか
となった主なニーズ

鉄道輸送トータル

荷主参加型のソリューションチーム

業種別 課題別 企業別

これに加え、輸送側の
ツールの充実・改善の
ため、ＪＲ貨物は、通運
等とともにソリューション
チームを形成

（例）
・弾力的な輸送システムの
構築、
・輸送の平準化
（オフピーク輸送の推進）
・輸送障害時に受け手に
情報をよりわかりやすく伝
えるための工夫、等

１） ニーズの受け止め体制の整備 ２） ソリューションチームによる課題解決

ポ
イ
ン
ト

②ＪＲ貨物は通運と連携し、鉄道貨物輸送を
トータルなものとして捉え、対策を講じる（定
期的な意見交換の場の継続等）

①企業・業種毎のニーズを受け止め・処理
のためのＪＲ貨物の窓口を明確化及び社
内推進体制の整備

③ＪＲ貨物は大きな課題を解決していく必要がある場合に、荷主参加型のソ
リューションチームを設置し、課題解決を図る（業種別・課題別・企業別）。
（輸送サイド連携型ソリューションチームによる新たな対策ツールも十分に
活用した解決策と検証）

④これに加え、JR貨物は、通運等と
ともに、輸送サイド連携型ソリュー
ションチームを設置し、輸送サイド
の対策ツールの充実・強化を図る。
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具体的に

JR貨物による輸送品質改善・更なる役割発揮懇談会 報告

輸送サイド連携型
ソリューションチーム

参考資料

荷主にとっての輸送枠のとりやすさの実現
既存インフラの最大活用及び積載効率の大幅な向上の実現

予約の逼迫感のある区間においては、見込予約とその後のキャンセルや急がない貨物の急送指定等が原因で、予約時には
満杯感がありながら、実際の輸送時には空きがあるという状態となってしまう等の問題が生じている。このため、輸送枠のとり
にくさへの改善対策として、弾力的な予約システムの構築を目指して、取り組みを進めていく。

より弾力的な予約システムのための検討

•実需に基づいた
予約申込み
•配達日時の明確化

等

Ⅱ 弾力的な予約システムの基本的な考え方

設定輸送力を超え
て予約を受け付け
るための課題・手
法の検討

輸送枠の
とりにくさ
への改善

キャンセル等により、実際に空きが生じる

現状の問題点

×
・見込み予約

予約時
（輸送枠）

輸送時
（輸送枠）

キャンセル・急がない貨物の
急送指定

ＪＲ貨物は、通運等との連携により、鉄道貨物の提供輸送力に代行輸送による車両等の輸送力を組み合わせた、弾力的な
輸送システムの構築を目指して、取り組みを進めていく。

ＪＲ貨物

通運等

連携

Ⅰ 弾力的な輸送システムの基本的な考え方

平常時から輸送代行を組み合わせることにより、
全体としての輸送枠のとりにくさを解消。

輸送障害

×中
間
駅

より弾力的な輸送システムの構築

平 常 時

輸送障害時

他モードとの
組み合わせ

鉄道の輸送障害時における、トラック・船舶の
代行手段を確保。

出
発
駅

代行輸送

弾力的なシステムの構築のための検討

さらに、東海道・山陽線等の実積載率を８０％以上にするための実現方策に関す
る調査について検討していく。

予約の集中する一定の路線・区間の追跡・分析調査の実施
（１９年度貨物鉄道活性化基礎調査（予定））

・企業等の増送意向等を踏まえ、対象となる一定の路線・区間等を選定

・鉄道輸送力をオーバーする予約に対応するための具体的手法の構築の検討

Ａ
駅

Ｂ
駅

・当該路線・区間における予約データ及びお断りデータの蓄積

・鉄道輸送力をオーバーする需要に対する課題等の整理

JR貨物と通運等の連携による弾力的な輸送・予約システムの構築

真のニーズの把握の努力
（潜在的なニーズの掘り起こし、配達日時の明確化、「お断りした情報」の集約等）

真のニーズ情報を前提とした路線別・方面別・列車別分析の考え方の徹底

の両立に向けた取り組みの考え方

一部の予約が集中する隘路区間が存在することにより、
全体として、輸送枠がとりにくい。

輸送障害が発生すると、鉄道だけでは輸送できない。

出
発
駅

到
着
駅

中
間
駅

×
到
着
駅

中
間
駅

現行の鉄道輸送システム

平 常 時

輸送障害時

輸送障害

△
隘路

出
発
駅

具体的手法の構築を検討するため、まず、増送ニーズのある一定の路線・区間等を選定し、
当該区間においてデータの蓄積や課題等の整理を行うための追跡・分析調査を実施する。
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（注）「コンテナ列車の実績輸送力」とは、通年で運転している列車に、土日に運休している列車、繁亡期にのみ
運転している列車等を加えた輸送力



①31ft等の大型コンテナ（私有コンテナ）による輸送は、片荷のため、復路の空回送の輸送力に無駄が生じている場合が多い。

そこで、復路の空回送コンテナに係る情報提供・マッチングの試行を行うとともに、コンテナ保有者、荷主等が参加したソリューションチームを形成し、ニーズのマッチングを図ることで、復路の輸送力
の有効活用を進めてはどうか。

②温度管理コンテナの絶対数が少なく、また、荷主側の潜在的なニーズが顕在化していない。
このため、コンテナレンタル会社と荷主とのタイアップによる実証実験等を通じて、温度管理コンテナの利用拡大を図り、リース料の低減とコンテナの数量増加を図ってはどうか。

業種毎・業種横断のニーズへの対応
①ロット大型化等によるコスト低減ニーズへの対応、 ②温度管理コンテナ等による品質向上ニーズへの対応

※30・31ft級の大型私有コンテナ及び温度管理コンテナを対象とする。
※連盟会員ページから、利用できる仕組みとする。
※利用交渉はシステムを介さず、直接連絡を取り、行う。

私有コンテナ求貨システムのイメージ

事業者Ａ

（提供者）

事業者Ｂ

（利用者）

３．直接交渉

私
有
空
コ
ン
テ
ナ

利
用
シ
ス
テ
ム

掲示板
投稿データ

［利用実績の閲覧］

［利用実績の閲覧］

２．情報の検索

１．情報の登録・管理

輸送区間
発車日
大きさ
etc…

輸送区間
発車日
大きさ
etc…

片荷のため、復路の空回送の輸送力
に無駄が生じている。

現状

復路の空回送区間にマッチする貨物を確保
し、輸送力の有効活用を図る。

ソリューションチームの場で両者のニーズをマッチング

利用回転率を上げてリース料を低減させる取組

利用回転が上がった場合の利用料金の検討・提示 どの方面にどのくらいの量のニーズがあるか集約・提示

コンテナ保有者 荷主（業種横断）

対策

■コンテナレンタル会社： 大型の温度管理コンテナはほとんど保有していない。現在は利用が少ないためペイしてい
ない。１２ｆｔの温度管理コンテナについても、利用の回転を上げることでまだ単価を下げる余地はある。

■冷凍食品業界： 大都市圏から地方拠点への輸送が多く、業界内での往復利用は難しい。大型コンテナの供給増と
料金低下が進めば、ニーズは顕在化する。

■乳業業界： 地方から大都市圏への輸送。脱脂粉乳のみ鉄道輸送。温度管理が安定すればクリーム等への拡大も。

■ＪＡ（農協）： 地方から大都市圏への輸送。安く確実な温度管理コンテナがあれば活用したい。ただし、季節変動リス
クへの留意が必要。

現状（ヒアリング意見より）

コンテナレンタル会社・荷主の協力による実証実験

①安価でリース

②大都市圏から地方へ輸送

③地方から大都市圏へ輸送

温度管理コンテナ

当初は２者間毎で実験を行い、効果が見えた場合は、より多くの荷主に参加いただいて更なる検証を進める。

→利用促進・コスト削減の実現

（１） コンテナレンタル会社は、利用回数を増やすことによ
る１回あたりの利用料を低減

（２） 荷主側の輸送共同化
○ 冷凍食品業界は、大都市圏から地方へのコンテナを借
り上げて貨物を輸送。

○ 乳業業界やＪＡ（農協）は、同じコンテナで地方から大
都市圏へ貨物を輸送。

①ロット大型化等によるコスト低減ニーズへの対応 ②温度管理コンテナ等による品質向上ニーズへの対応

さらに

エコレールマーク

認定商品

認定企業

（例）ゴールドの輪をつけたマークとする。

エコレールマーク制度は、貨物鉄道を活用し、地球環境問題に積極的に取り組んでいる商品又は企業であることを、消費者等に対し表示
し、商品を選択する上での目安を提供することを目的に、平成１７年４月に発足。（現在、認定企業３２件、認定商品１０件）
しかしながら、消費者が認定企業であることを知る機会は極めて少なく、その目に触れる機会が乏しいため、消費者への浸透が不十分。
このため、現在、商品用と企業用に分けて認定されているエコレールマークの運用を変更し、環境報告書等個別の企業のイメージを表象
する媒体のみに表示を認めている企業用のエコレールマークの用途を拡大し、商品・段ボール等への表示を認め、消費者の目にふれる
機会の拡大について検討（エコレールマーク運営審査委員会（委員長 苦瀬東京海洋大学教授）にて規程化を含め具体化を検討）
また、オフピーク輸送に協力している企業・業種等を含め、鉄道貨物輸送に貢献している企業等の状況をアピールしていく方策について検
討

エコレールマーク

消費者への
浸透を図る

個別商品用

（認定基準）

当該商品について、数量又は数量
×距離の比率で３０％以上の輸送
（５００㎞以上の陸上貨物輸送）に
鉄道を利用していること。

（表示対象）商品、段ボール等

企業イメージ用
（認定基準）

当該企業について、数量又は数量
×距離の比率で１５％以上の輸送
（５００㎞以上の陸上貨物輸送）に
鉄道を利用していること。

（表示対象）ウェブサイト、ポスター、環境
報告書等

（例）「○○社はエコレールマーク認定企
業です」と積極的に表記。

企業イメージ用と区別し、当
該商品が高い水準で鉄道貨
物輸送されていることを際だ
たせる。

認定企業である旨を商品や
段ボール等において消費者
にアピールすることを認めて
いく。



平成１９年３月５日 平成１９年３月～５月 平成１９年６月

第１回懇談会 業種毎にヒアリングを２回開催 第２回懇談会

第１回ヒアリング
（課題の抽出）

第２回ヒアリング
（解決策の提案・協議）

結果概要の
集約・配布

反映

①２００８年が京都議定書目標達成計画の第１約束期間初年度（２００８年度～２０１２年度）＝あと２年

②平成１９年９月までに改正省エネ法に基づく、特定荷主による省エネ計画等の提出期限＝あと半年
（１９年度から対前年比平均１％減の取組開始）

環境・省エネに係る早急な対応の必要性

→ ＪＲ貨物による取組強化の必要性
企業の省エネ行動の高まりとＪＲ貨物に対する担い手としての期待

ポイント１

構造的な原油高と若年労働力減少傾向

ポイント２

→ ５００km以上の中長距離帯は、運賃等の優位性からみれば、さらなるシェア拡大が図られてしかるべき（現状では、500km以上で7％、1000km以上で34％のシェア）。
モーダルシフト化率の指標でみると、近年、鉄道貨物輸送の伸びは、トラック、内航海運の伸びに対して低い伸びにとどまり、現在シェアは１０％を切っているが、過去
の実績等から少なくとも十数％以上のポテンシャルがあるはず。

ポイント３

→ 鉄道貨物輸送の社会的使命増大（省エネルギーと労働力省力化に大きく貢献
（労働力面では貨物列車１編成で１０tトラック６５台分輸送に相当））

懇談会の趣旨・背景
中長期的な社会的・構造的背景

鉄道貨物輸送の現状と今後の可能性

懇談会 ＝ ＪＲ貨物自らの努力表明 ＋ 荷主業界・通運業界の意見反映 ＋ 理解・協力働きかけの場

■東海道・山陽線の全日平均積載率を年間で現行７０％から８０％にすることができれ
ば、それだけで、京都議定書目標達成が可能な数量に相当（まだ、活用できていない

輸送余力が十分ある。）
■東海道・山陽線の平日の貨物の約１５％が土日輸送でも大丈夫な貨物であったとの
調査結果。
→安定輸送の信頼醸成に一層努力しつつ、オフピーク輸送への理解・協力を求め、通
運業界と一体となって、輸送枠のとりやすさや輸送量増に取り組んでいくことが重要。

ポイント ４
ＪＲ貨物が更なる役割を発揮していくために（１）

■輸送障害件数について、１８年度は対策を講じ
減少傾向にあるが、さらに、運転事故等の撲
滅及びヒューマンエラー・車両故障に起因する
輸送障害防止に向けた具体的な取組を強力に
推進していく必要がある。

■輸送障害発生時において、顧客に信頼感・安
心感を持っていただくために、迅速、的確な情
報収集や顧客への連絡体制、代替輸送体制等
の整備等を図る。

既存輸送力を最大活用した荷主ニーズへのきめ細かな
対応と積載率最大化の実現のために、
■業種毎のきめ細かなニーズの把握と業種毎の事情
に応じた対応強化、
■現場を含む営業・輸送・計画間の連携体制強化
■窓口の明確化・一元化
■戦略の前提となる路線別・荷物別動向の分析と対策
の強化、
等が必要ではないか。

安全安定輸送の実現 きめ細かな対応・体制の整備既存輸送力内での輸送余力の生み出し

ポイント ４
ＪＲ貨物が更なる役割を発揮していくために（２）

ポイント ４
ＪＲ貨物が更なる役割を発揮していくために（３）

第１回懇談会資料

「ＪＲ貨物による
輸送品質改善・
アクションプラン
（骨子）」案
の提示

「ＪＲ貨物による
輸送品質改善・
アクションプラン」

の策定

第３回懇談会

取り組み方針
に沿って講じた
具体的施策に
ついてのフォ
ローアップ

ＪＲ貨物による輸送品質改善・更なる役割発揮懇談会の進め方

３月５日 ３月～５月 ６月

第１回「JR貨物による
輸送品質改善・更なる
役割発揮懇談会」

①趣旨説明（国土交通省）

②「JR貨物による輸送品質
改善アクションプラン」

（骨子）の説明（JR貨物）

③意見交換 など

業種毎にヒアリングを各２回実施

ヒアリングを２回開催し、「JR貨物による輸送品質改善アクションプラン」
案を基にした意見交換、改善要望、協力要請等を含む議論を行う。

業種毎ヒアリング出席予定業種
（各業種毎に荷主代表数社）

・リサイクル関連物資（日本鉱業協会）
・電気機器（(社)電子情報技術産業協会）
・化学薬品（石油化学工業協会）
・積み合わせ貨物（日本路線トラック連盟）
・電線工業品（(社)日本電線工業会）
・農産品（全国農業協同組合連合会）
・倉庫（(社)日本倉庫協会）
・自動車部品（(社)日本自動車部品工業会）
・食料工業品（(社)日本冷凍食品協会）
・自動車輸送・部品（(社)日本自動車工業会）（予定）
・重電機器（重電機器メーカー）（予定）
・飲料業（飲料メーカー）（予定）
・乳業（乳業メーカー）（予定）

第２回「JR貨物による
輸送品質改善・更なる
役割発揮懇談会」

①ヒアリングでの結果報告
（国土交通省）

②ヒアリングの結果・改善を
踏まえて、「JR貨物による
輸送品質改善アクション」
の説明について（JR貨物）
（修正事項等） など

①顧客ニーズ対応強化、輸送品質向上
②限られた輸送力を最大活用して輸送余力を生み出す方法（オフピークへの協力）
③安定輸送確立の具体方策

主たるテーマ・議論の方向性の例

懇談会出席荷主業種

・日本鉱業協会
・(社)電子情報技術産業協会
・石油化学工業協会
・日本路線トラック連盟
・(社)日本電線工業会
・全国農業協同組合連合会
・(社)日本倉庫協会
・(社)日本自動車部品工業会
・(社)日本冷凍食品協会

各業種毎のヒアリング
メンバーのイメージ（案）

実務にも詳しく業界の意見
を述べていただける方
（数名）

＋

・国土交通省 鉄道局
・ＪＲ貨物
・通運業界代表
・（社）全国通運連盟
・日本通運株式会社
・株式会社丸和通運
・（社）鉄道貨物協会

第１回ヒアリング
（課題の抽出）

第２回ヒアリング
（解決策の提案・協議）

結果概要の
集約・配布

ＪＲ貨物が「ＪＲ貨物に
よる輸送品質改善アク
ションプラン」を策定・
実施

６月を目途
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①京都議定書目標達成計画に基づく確実なCO2削減達成に向けて

■鉄道貨物輸送は、CO2排出量が営業用トラックの約１／８であり、環境に一番やさしい輸送モード。
■京都議定書目標達成計画上、２０１０年までに、貨物鉄道において、削減を求められているCO2排出量は、約９０万t。
■CO2排出量（約９０万t）削減するためには、鉄道コンテナ輸送トンキロを３２億トンキロ増やす必要がある（２０００年度比）。
■２００５年度までに１４億トンキロ増を達成。今後、１８億トンキロ増やす必要がある。

輸送機関別のCO2排出原単位
217199195197188185輸送トンキロ数

321410123－
輸送トンキロ数

（2000年度からの増分）

2010200920082007200620052004200320022000

217199195197188185輸送トンキロ数

321410123－
輸送トンキロ数

（2000年度からの増分）

2010200920082007200620052004200320022000

環境・省エネに係る早急な対応の必要性
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CO2削減量

○京都議定書目標達成計画における対策評価指標＜２０１０年度見込み＞
トラックから鉄道コンテナにシフトすることで増加する鉄道コンテナ輸送トンキロ＜３２億トンキロ＞

①２００８年が京都議定書目標達成計画の第１約束期間初年度（２００８年度～２０１２年度）＝あと２年
②平成１９年９月までに改正省エネ法に基づく、特定荷主による省エネ計画等の提出期限＝あと半年
（１９年度から対前年比平均１％減の取組開始）

→ ＪＲ貨物による取組強化の必要性

企業の省エネ行動の高まりとＪＲ貨物に対する担い手としての期待

ポイント１

（単位：億トンキロ）

②改正省エネ法本格施行等に伴う荷主の省エネルギー行動の担い手として

■京都議定書の発効を踏まえ、１７年８月省エネ法が改正され、エネルギー使用の合理化（省エネ）を一層進めるため、エネ
ルギー消費量の伸びの著しい物流分野における対策を導入。

■一定規模の荷主を対象にエネルギー消費原単位を中長期的にみて年平均１％以上低減させることを目標とした努力義務が
課せられるとともに（１８年４月１日～）、省エネの取組計画書及び定期報告書の届出が義務付け（１９年９月末まで）。

■貨物鉄道はトラックと比べてエネルギー消費の面で優れた輸送機関であり、トラックから貨物鉄道へのモーダルシフトを通じ、
JR貨物は荷主の省エネルギー行動の受け皿として、貢献していく必要がある。

■このため、ＪＲ貨物は、荷主の省エネルギー行動の受け皿としてより良いサービスを提供していくため、「JR貨物による輸送品
質改善アクションプラン」を策定し、強力に改善に取り組んでいく。

荷

主

荷荷

主主

平成18年
4月1日

平成19年
4月1日

・トンキロの届出
→特定荷主に指定

・取組計画書の届出
・定期報告書の届出
（平成19年9月末）

荷主が検討すべき課題

①エネルギー消費原単位の確定
②エネルギーの合理化に資する
輸送方法の選択

（モーダルシフトの活用）

平成19年
9月末

荷主の省エネルギー行動

懇談会の場を通じ、
荷主の省エネルギー
行動の受け皿として
より良いサービスを
提供していくため、
「JR貨物による輸送品
質改善アクションプラン」
を策定

協力

反映

（対象者）
年間輸送量3000万トンキロを超える荷主・・・約2000社、全輸送量の67%

（エネルギー消費原単位を中長期的にみて年平均１％以上低減努力義務）

１８年度のエネルギー原単位

改正省エネ法施行改正省エネ法施行
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ＷＴＩ：米国の価格指標
ブレント：欧州の価格指標

日経ドバイ：アジアの価格指標
ＯＰＥＣバスケット価格

ドル／バレル 史上最高値
ＷＴＩ：2006.7.14
ﾄﾞﾊﾞｲ：2006.8.8

①構造的な原油高傾向

（出典：資源エネルギー庁資料及び国土交通省総合政策局資料）

■最近の原油価格は、若干の落ち着きをみせているものの、再び上昇傾向にある。近年の原油高の要因は、中国をはじめとす
る世界の石油需要の急増等構造的要因であるため、中長期的に続くものと見込まれている。
※２００３年度平均と、原油高が若干の落ち着きをみせた２００７年２月時点とを比較しても、約２倍の価格になっている。
■２００５年６月時点の調査では、トラックと鉄道の運賃の均衡点は６００km付近であったが、今後とも原油価格が高騰すれば
均衡点は、より短距離帯にシフトすることとなる。

７２．３０ドル／バレル
（2006年8月8日）

７７．０３ドル／バレル
（2006年7月14日）

史上最高値

５５．４５ドル／バレル

５８．００ドル／バレル

現在
（2007年2月14日終値）

２７．０２ドル／バレル

３１．３５ドル／バレル

2003年度平均価格

ドバイ
（日経）

ＷＴＩ

７２．３０ドル／バレル
（2006年8月8日）

７７．０３ドル／バレル
（2006年7月14日）

史上最高値

５５．４５ドル／バレル

５８．００ドル／バレル

現在
（2007年2月14日終値）

２７．０２ドル／バレル

３１．３５ドル／バレル

2003年度平均価格

ドバイ
（日経）

ＷＴＩ

原油価格の上昇

■近年の高油価の背景 【構造的要因】
（１）中国をはじめとする世界の石油需要の急増
（２）OPECの余剰生産能力の低下
（３）供給面のリスク （イラン、イラク、ナイジェリア等産油国の地政学的不安定要因、テロ懸念等）

（４）投機資金

（２００５年６月）

中長期的な社会的・構造的背景

構造的な原油高と若年労働力減少傾向
→ 鉄道貨物輸送の社会的使命増大

（省エネルギーと労働力省力化に大きく貢献（労働力面では貨物列車１編成で１０tトラック６５台分輸送に相当））

ポイント２

トン当たり運賃の比較

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

～
10
0

～
20
0

～
30
0

～
40
0

～
50
0

～
60
0

～
70
0

～
80
0

～
90
0

～
10
00

～
11
00

～
12
00

～
13
00

～
14
00

～
15
00

距離帯(キロ)

運
賃
(円
／
ト
ン
)

トン当たり運賃の比較

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

～
10
0

～
20
0

～
30
0

～
40
0

～
50
0

～
60
0

～
70
0

～
80
0

～
90
0

～
10
00

～
11
00

～
12
00

～
13
00

～
14
00

～
15
00

距離帯(キロ)

運
賃
(円
／
ト
ン
)

２００５年６月調
査での均衡点
＝６００km

←より短距離帯
へシフト

鉄道

トラック実績

１．「主要荷主の運賃・倉庫料金の実態（平成17年6月調査）」（カーゴニュース）により作成
２．鉄道は集配料金を含む。トラックは10トン普通トラックの場合の運賃
３．各距離帯の平均運賃である
４．シェア３４％は、陸上貨物輸送における鉄道貨物輸送のシェア（平成１６年度）

鉄道実績

１．「主要荷主の運賃・倉庫料金の実態（平成17年6月調査）」（カーゴニュース）により作成
２．鉄道は集配料金を含む。トラックは10トン普通トラックの場合の運賃
３．各距離帯の平均運賃である
４．シェア３４％は、陸上貨物輸送における鉄道貨物輸送のシェア（平成１６年度）

↑原油価格が高騰すれば
トラック運賃は上昇傾向

トン当たり運賃比較（カーゴニュース作成）
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②物流業界における若年労働力の減少傾向

■トラック運転手の年齢構成については、１９９０年に約６０％であった４０代、５０代以上の比率が、２００５年には約７０
％と増加している。 また、１９９０年に１３．２％であった２０代の比率が２００５年には３．５％となり、トラック運転手の
高齢化がみられる（図１参照）。

■また、少子高齢化により、我が国の労働力人口は減少に転じており、２０００年に１，５５７万人であった１５～２９歳の
労働力人口は、２０２５年には１，０７１万人と約３１％減少すると推計されている（図２参照）ことから、トラック業界にお
いても、今後、さらに若年労働者が減少していくものと考えられる。

■貨物列車の平均的な輸送能力は１編成あたり６５０トンであり、貨物列車１編成で、１０ｔトラック６５台分の輸送に相当。
貨物鉄道を利用してドライバーを省力化することにより、物流業界における若年労働者の減少に対応することが可能
であり、適切な連携が求められている。

図１ 図２

注：グラフ上の数字は労働力人口（万人）、（ ）内は構成割合（％）
（出典）：国立社会保障・人口問題研究所HPより作成

約３１％減

トラック運転手の年齢構成の推移トラック運転手の年齢構成の推移 労働力人口の推移労働力人口の推移

（出典）：（社）全日本トラック協会「トラック運送事業の賃金実態」各年度
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■実勢運賃の比較によれば、輸送距離が概ね600kmを超えると鉄道がトラックよりも低廉となるとの調査結果があるが、
現状の距離帯別のシェアを比較すると、現状では、500km以上で7％、1000km以上で34％のシェアに留まっており、
中長距離帯における運賃上の優位性からすれば、安定輸送、きめ細かなニーズへの対応等にさらに努力することにより、
さらなるシェアの拡大が図られてしかるべきと考える。

陸上貨物輸送における距離帯別シェア（平成16年度・含む地域内流動）
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モーダルシフトによりシェアの拡大を目指す

鉄道

トラック

１．「主要荷主の運賃・倉庫料金の実態（平成17年６月調査）」（カーゴニュース）
により作成。

２．鉄道は、集配料金を含む。トラックは10トン普通トラックの場合の運賃。
３．確距離帯の平均運賃である。

４．シェア３４％は、陸上貨物輸送における鉄道貨物輸送のシェア（平成１６年度）。

鉄道貨物輸送の現状と今後の可能性
→５００km以上の中長距離帯は、運賃等の優位性からみれば、さらなるシェア拡大が図られてしかるべき
（現状では、500km以上で7％、1000km以上で34％のシェア）。
モーダルシフト化率の指標でみると、近年、鉄道貨物輸送の伸びは、トラック、内航海運の伸びに対して低い伸びに
とどまり、現在シェアは１０％を切っているが、過去の実績等から少なくとも十数％以上のポテンシャルがあるはず。

ポイント３

トン当たり運賃比較（カーゴニュース作成）

※ モーダルシフト化率

輸送距離500㎞以上の産業基礎物資以外の雑貨輸送量のうち、

鉄道または海運(フェリーを含む)により運ばれている輸送量の割合

1,730万ｔ ＋ 8.1%1,600万ｔ貨物鉄道

H16年度 増加率H10年度

11,240万ｔ ＋48.7%7,560万ｔトラック

5,900万ｔ ＋44.6%4,080万ｔ内航海運

○モーダルシフト化率算定対象貨物の輸送量

目標： 初期値：４０．４％（H11年度）
目標値：５０．０％（H22年度）

実績： 速報値：４０．４％（H16年度）
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貨物鉄道

内航海運

トラック

＋130万ｔ

＋1,820万ｔ

＋＋3,683,6800万ｔ万ｔ

（増加率８．１％）

（増加率４４．６％）

（増加率４８．７％）

モーダルシフト化率の指標からの分析

■モーダルシフト化率をベースとした指標（輸送距離500㎞以上の産業基礎物資以外の雑貨輸送量）でみると、16年度の
貨物鉄道のシェアは若干回復したものの（要因等詳細は分析中）、10％を切った状態。平成10年度にはシェアは約12％
を占めていた。
■平成16年度の10年度に対する貨物輸送量増加率は、トラックが48.7%、内航海運が44.6%に対し、貨物鉄道は8.1％と
少ない。
→ＪＲ貨物が更なる役割を発揮していくための輸送品質改善等に強力に取り組んでいく必要があるのではないか。



ポイント ４ ＪＲ貨物が更なる役割を発揮していくために（１）

①輸送余力はあるのか？

（注）「コンテナ列車の実績輸送力」とは、通年で運転している列車に、土日に運休している列車、繁亡期にのみ運転している列車等を加えた輸送力

■最も輸送枠の困難とされる東海道・山陽線の場合でも、昼間などの閑散時間帯を含めると、使用可能な輸送余力と
して、平日で約２３％（約３千個）、さらに、土日を含めると約２９％(約４千個)の輸送余力が存在。
■全国でみると、使用可能な輸送余力として、平日で約２８％（約６千個）、さらに、土日を含めると約３４％（約７千個）
の輸送余力が存在。
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■東海道・山陽線の全日平均積載率を年間で現行７０％から８０％にすることができれば、それだけで、京都議定書目標達成が可
能な数量に相当（まだ、活用できていない輸送余力が十分ある。）

■東海道・山陽線の平日の貨物の約１５％が土日輸送でも大丈夫な貨物であったとの調査結果。
→安定輸送の信頼醸成に一層努力しつつ、オフピーク輸送への理解・協力を求め、通運業界と一体となって、輸送枠のとりやす
さや輸送量増に取り組んでいくことが重要。
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②輸送枠を確保しやすくする仕組作り（オフピーク輸送への取組み）

■東海道線や山陽線等の早朝・深夜の売れ筋時間帯の列車を中心に輸送枠を確保しにくいとの声があるが、東海道・山陽線
を利用している平日の貨物の輸送状況を調べたところ、約１５％の貨物が輸送余力のある土日に運んでも大丈夫であった
ものとの結果が得られた。仮にこれらの真に急がない貨物が土日にシフトした場合、東海道・山陽線の平日に年間で
約１８億㌧㌔のコンテナの輸送力が生み出されることとなる。

■また、見込み予約などにより、利用可能な輸送枠が最大限有効活用されていない。
■このため、真に急がない貨物の土日へのシフトを促す取組み（オフピーク輸送の推進）について、荷主業界、通運業界の
理解と協力が得られれば、東海道線や山陽線等の早朝・深夜の売れ筋時間帯に新しい輸送枠を生むことが可能となる。
■また、 ＪＲ貨物は、真に急がない貨物の土日へのシフトを促すよう、貨物列車の予約やコンテナの所在管理の電子化を図る

「IT－FRENS＆TRACE」のシステムをより高度化したものに充実していく。

月 火 水 木 金 土 日

急がない貨物
を土日にシフト
とさせ、輸送余
力を生み出し
ていく

オフピーク輸送の推進
東海道・山陽線だけで年間18億ﾄﾝｷﾛに相当

真に急がない貨物
（土日に輸送してもよい貨物）
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安定輸送確立の具体方策

■ここ数年、ＪＲ貨物による輸送障害が増加傾向にあり、平成１７年度において、輸送障害が対前年度２２％（６６件）増加している。
■この内、鉄道係員に起因する輸送障害が１２％（４件）増加し、特に、車両に起因する輸送障害が対前年度４９％（５８件）と大きく

増加しているため、一部、荷主離れが生じた懸念がある。１８年度は対策を講じ減少傾向にあるが、さらに、運転事故等の撲滅
及びヒューマンエラー・車両故障に起因する輸送障害防止に向けた具体的な取組を強力に推進していく必要がある。
■真に急がない貨物にシフトしてもらう前提としても、安全輸送の信頼感が必要。

原因別ＪＲ貨物輸送障害件数
件

22%増

49%増

12%増

（１月現在）

18年度実績の
対17年度比
（1月末時点）

▲34%

35%

▲67%

▲5%

▲31%

ポイント ４ ＪＲ貨物が更なる役割を発揮していくために（２） 安全安定輸送の実現

■輸送障害件数について、１８年度は対策を講じ減少傾向にあるが、さらに、運転事故等の撲滅及びヒューマンエラー・車両故障に
起因する輸送障害防止に向けた具体的な取組を強力に推進していく必要がある。

■輸送障害発生時において、顧客に信頼感・安心感を持っていただくために、迅速、的確な情報収集や顧客への連絡体制、代替輸
送体制等の整備等を図る。
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■ 「Sea＆Railサービス」とは、中国を始めとする東アジアとの国際物流の増大を背景に、国際フェリーやRORO船と、国内は
JR貨物とを組み合わせて輸送する新しいサービス。コンテナ船より速く（所要日数約2/3*）、小ロットの輸送に対応(従来の
1/2～1/4)、航空より安いという特性から、輸送量が大幅に増加 。*東京－上海間

■東北・関東・近畿地区等から自動車、電子機器、家電製品等の部品を輸出し、日本全国への家電、アパレル等の製品を輸入。
東アジアとの物流を通じ企業活動に貢献。
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Sea＆Railサービス輸送概要

新たなニーズへの対応を含むきめ細かな対応・体制整備の必要性の例

Sea & Railサービス
○鉄道貨物の顧客業種分野毎のきめ細やかな
対応の必要性の例

①新商品（ヒット商品等）
定番商品が全国の工場で生産されることに比べ、
新商品の場合、特定の工場で生産されるのが
一般的である。また、商品の需要に応じた波動性
のある出荷量とならざるをえない。
したがって、このような新商品の輸送に当たっては、
当該特定の工場に応じた輸送体制を新たに構築する
必要があるとともに、波動のあるオーダーに対応する
輸送余力生み出しと枠取りの連携が必要であり、営業
・輸送・計画間の連携強化が必要である。

②成長分野としてのSea & Railサービス
九州の北部地区の港を経由した貨物が増加しつつ
あるが、国内の貨物列車の輸送枠を安定的に確保
していくためには、国内・国際部門間の連携が必要

既存輸送力を最大活用した荷主ニーズへのきめ細かな対応と積載率最大化の実現のために、
■業種毎のきめ細かなニーズの把握と業種毎の事情に応じた対応強化、
■現場を含む営業・輸送・計画間の連携体制強化
■窓口の明確化・一元化、
■戦略の前提となる路線別・荷物別動向の分析と対策の強化
等が必要ではないか。

ポイント ４ ＪＲ貨物が更なる役割を発揮していくために（３） きめ細かな対応・体制の整備





エコレールマークは、地球環境に優し
い鉄道貨物輸送を一定割合以上利用し
ている商品や企業がわかるマークです。

一般消費者が環境にやさしい商品をで
きるだけ選ぼうとする傾向はますます
高まってきているが、流通過程におい
て、地球環境問題に積極的に貢献して
いる商品や企業の情報を知る手段がこ

れまでほとんどないのが現状

「エコレールマーク運営・審査委員会」が審査、認定。
（エコレールマーク事務局：(社)鉄道貨物協会）

認定企業（４０社）
５００㎞以上陸上貨物輸送のうち１５％（※）以上、鉄
道を利用している企業（※）数量または数量×距離の比率

認定商品（２０商品）
５００㎞以上陸上貨物輸送のうち３０％（※）以上、鉄
道を利用している商品（※）数量または数量×距離の比率

認定商品・企業について

エコレールマーク制度について

貨物鉄道のＣＯ２排出量原単位（※）は、
トラックと比較して７分の１
※１トンの貨物を１㎞輸送した時に排出するＣＯ２の量

消費者に判断基準の提供
（物流の見える化）

花王（株）
味の素ゼネラルフーヅ（株）
松下電池工業（株）
キヤノン（株）
アサヒ飲料（株）
ハウス食品（株）
味の素（株）
味の素冷凍食品（株）
カゴメ（株）
（株）リコー画像生産事業本部ＲＳ事業部
パナソニックストレージバッテリー（株）
キッコーマン（株）
中央精機（株）
ライオン（株）
日清オイリオグループ（株）
三菱電機（株）リビング・デジタルメディア事業本部
旭化成ライフ＆リビング（株）・サランラップ販売
サッポロビール（株）
キリンビバレッジ（株）
北海道パーケット工業（株）
東洋インキ製造（株）
旭化成ケミカルズ（株）
松下プラズマディスプレイ（株）
（株）ブルボン

香川松下電工（株）
（株）日立製作所
日立マクセル（株）
旭化成せんい（株）
パナソニック モバイルコミュニケーションズ（株）

小松ウォール工業（株）
ミサワホーム（株）
富士通（株）パーソナルビジネス本部
雪印乳業（株）
キング醸造（株）
ホクレン農業協同組合連合会
富士通日立プラズマディスプレイ（株）
新日本石油（株）
日本甜菜製糖（株）
（株）カタログハウス
全国農業組合連合会岩手県本部米穀部

認定企業 ５００㎞以上の陸上貨物輸送のうち１５％（※）以上、鉄道を利用している企業
※数量または数量×距離の比率

企業用認定マーク



トナー
（株）リコー画像生産事業本部

RS事業部

サランラップ
旭化成ライフ＆リビング（株）

キリン生茶
ｷﾘﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ（株）

キリンアルカリイオン水
ｷﾘﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ（株）

ダイナミック
日立マクセル（株）

イプシアルファ
日立マクセル（株）

携帯電話
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ（株）

イオン水500ml
（株）ブルボン

天然名水
出羽三山の水500ml
（株）ブルボン

2,000ml六甲のおいしい水
ハウス食品（株）

「赤穂の天塩」
ポリ袋類６品目

赤穂化成（株）

ＤＶＤカム［ウー！］、
ハイブリッドカム［ウー！］、

ＢＤカム［ウー！］
（株）日立製作所

デジタルハイビジョンレコーダー［ウー！］、
ハイビジョンＨＤＤ/ＤＶＤレコーダー［ウー！］

（株）日立製作所
キリンレモン

ｷﾘﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ（株）
午後の紅茶

ｷﾘﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ（株）
十六茶

アサヒ飲料（株）
三ツ矢サイダー
アサヒ飲料（株）

ｽｽﾞﾗﾝ印グラニュ糖
（日本甜菜製糖㈱）

ｽｽﾞﾗﾝ印上白糖
（日本甜菜製糖㈱）

通販生活、ピカイチ事典
（㈱カタログハウス）

認定商品 ５００㎞以上の陸上貨物輸送のうち３０％（※）以上、鉄道を利用している商品
※数量または数量×距離の比率

商品用認定マーク


